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温室効果ガス排出削減策が食料安全保障に及ぼす影響の評価 

 

 

国立研究開発法人国立環境研究所（以下「国立環境研究所」という。）の参画する農業モデル

比較プロジェクトの世界農業経済モデリンググループが中心となり、将来の温室効果ガス（GHG）

排出削減策による飢餓リスクの増加の可能性、及びその抑制のための追加政策の検討について、

その成果をまとめた論文が、この度 Nature Climate Change誌の Letter として掲載されました。 

本研究は国際的なモデル比較研究として初めて、2050 年までの気候変動による作物収量への

影響と気候変動対策（GHG 排出削減策）による農業部門への影響を飢餓リスクの観点から評価

したものです。世界の８つの研究機関の世界農業経済モデルが食料価格や食料需給に関する将

来予測のデータ提供を行い、国立環境研究所・京都大学の研究チームが開発してきた飢餓リスク

推計ツールを用いて解析を実施しました。その結果、経済合理性のみで対策を実施した場合、

2050 年における食料安全保障への影響は、気候変動による作物収量変化よりも GHG 排出削減

策による影響の方が大きい可能性があることが分かりました。この排出削減策による影響とは、

主として、排出削減に要する費用が農業部門から排出されるメタンや亜酸化窒素への課税（炭素

税）により一部賄われ、結果的に食料価格上昇・一人当たり食料消費の減少・飢餓リスクの増加

が生じることを意味します。この結果は GHG 排出削減策の経済合理性だけでなく、飢餓リスクに

直面する低所得者、GHG 排出部門や地域の特性を考慮し、炭素税率を部門によって変える、直

接排出を規制する、補助金を用いる、あるいは炭素税収を食料安全保障対策に充当するなど、

多様な政策オプションを取る可能性を検討することが望ましいことを示唆しています。 

 

 

１．背景 

2015 年に採択されたパリ協定は、産業革命前から今世紀末までの地球の平均気温の上昇を

2℃より十分低く保つとともに、1.5℃以下に抑えるような努力をすることで合意しました。この気候

変動の緩和に求められる温室効果ガス（GHG）排出の大幅な削減には、バイオエネルギーの導入

や植林等の負の排出と呼ばれる大気中の炭素を吸収する対策が鍵になります。バイオエネルギ

ーや植林は、気候変化の抑制を通じて農業や食料生産等への負の影響を軽減する一方で、有限

な土地と水資源について、食料作物生産との競合をもたらすと指摘されてきました。 

GHG 排出削減策が食料価格や飢餓リスクに及ぼす負の影響に関しては、これまでにも単一の

農業経済モデルを用いて評価された研究事例がありました。また、気候変化による収量変化が食

料価格や飢餓リスクに及ぼす影響については、複数の世界農業経済モデルを用いた評価事例が

あります。しかしながら、複数のモデルを用いて、気候変化と GHG 排出削減策の両方の影響を同

時に評価した事例はこれまでにありませんでした。 

上記のような課題をふまえ、本研究では、複数の世界農業経済モデルを用い、2050 年までに

気候変化と GHG 排出削減策の両者による食料安全保障への影響を評価しました。世界の８つの

研究機関の世界農業経済モデルが食料価格や食料需給に関する将来予測のデータ提供を行い、

国立環境研究所・京都大学の研究チームが開発してきた飢餓リスク推計ツールを用いて解析を

実施しました。 
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２．手法 

気候変化ならびに GHG 排出削減策が農作物の生産・消費や食料価格に及ぼす影響について

は、国際農業モデル比較プロジェクト AgMIP (Agricultural Model Inter-comparison and 

improvement Project)に参加する８つの統合評価モデルあるいは農業経済モデルが用いられまし

た。国立環境研究所・京都大学の研究チームは統合評価モデル AIM （Asian-Pacific Integrated 

Model）の世界農業経済モデルである AIM/CGE（Computable General Equilibrium）を用いて参加

しました。統合評価モデルあるいは世界農業経済モデルは将来の人口とGDPを入力として、食料

需給、土地利用変化、GHG 排出量、GHG 排出削減量などを出力（将来予測）するものです。各モ

デルが出力する一人当たり食料消費カロリー、食料価格、さらにそこから導出される飢餓リスク人

口、食料支出の４指標を用いました。 

モデル内で GHG 排出削減策は、異なる部門（農業、土地利用、非農業部門）に由来する GHG

排出に対して、経済合理性のみの観点からコストが同じ対策は世界一律で実施する、つまり世界

一律の炭素税を課すことで表現しています。この炭素税は次の３つの経路で食料安全保障に影

響をもたらします。第一に、農業由来のGHG排出に炭素税が課されることにより、農業財（農業部

門の生産物）の価格が上昇し、生産・消費が抑制されます。第二に、農業地（農地、牧草地）の拡

大に伴う土地利用変化由来の GHG 排出に炭素税が課させることにより、土地の価格が上昇し、

これも食料価格の上昇、食料消費の減少を招きます。第三に、化石燃料に炭素税が課されるとバ

イオエネルギーの需要が増加し、これもまた土地価格や食料価格の上昇、食料消費の減少につ

ながります。 

将来分析のシナリオには、まず、GHG 排出削減策を取らず気候変動が加速するケース（気候

変動加速ケース；図中で RCP6.0 と示される）と、GHG排出削減策を取り気候変動が緩和されるケ

ース（対策ケース；図中で RCP2.6 と示される）の２種類を検討しました。この２つのケースは共に

気候変動による作物収量への影響を受け、今世紀末の世界の平均気温が産業革命以前に比し

てそれぞれ 2.7℃（RCP6.0）、1.6℃（RCP2.6）上昇するレベルに相当します（註：RCP2.6はパリ協定

で言及された 2℃目標（「2℃より十分低く保つ」）に整合的な GHG 排出経路として解釈されること

が多い)。また、RCP2.6 では、GHG 排出削減策を取るために、GHG 排出に対して炭素税を課すこ

とを想定します。また、この気候変動加速ケースと対策ケースに対して、3 つの異なる人口や GDP

といった社会経済状況の将来変化想定（図中 SSP1-3 で示される）で同様に解析を行い、モデル

出力の頑健性（註：いずれの社会経済状況の将来想定でも同様の分析結果・解釈が得られるか）

を確認しました。さらに、参照シナリオとして、気候変動緩和策を取らず仮想的に気候変動影響も

ないと仮定したベースラインケースを準備しました。 

  

３．結果 

 本研究では、気候変動による作物収量変化と GHG 排出削減策の実施に伴って生じる食料消費

及び飢餓リスクへの影響を複数のモデルを用いて定量的に示し、結果として次のことが明らかに

なりました。 

(1) 2℃目標の達成に向けた強いGHG排出削減策を実施する場合(RCP2.6シナリオに相当）、中

庸な社会経済条件（SSP2）では、気候変動緩和策を取らず仮想的に気候変動影響もないと

仮定したベースラインと比べて、食料消費は年世界全体で平均 110kcal/日/人低下し(数値

は複数のモデルによる中位値を示します。以下同様)、飢餓リスク人口は 7800 万人増加とな
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りました。一方、緩和策を実施しないシナリオ（RCP6.0）では気候変動による作物収量変化に

よって食料消費は 45kcal/日/人低下し、飢餓リスク人口は 1500 万人の増加となりました(図

1)。 

(2) GHG排出削減策を強く実施すればするほど、食料安全保障への影響は大きくなることが示さ

れました(図 2)。炭素税の上昇に伴って、食料価格は上昇・食料支出は増加し、食料消費が

減少、さらには飢餓リスク人口が増加することが示されました。 

(3) 地域別にみると、サブサハラアフリカ、南アジア（インドとその他アジア）で大きな負の影響が

見られました(図 3)。これらの地域は、気候変動緩和策を取らず仮想的に気候変動影響もな

いと仮定したベースラインにおいて、2050 年世界全体の飢餓リスク人口のそれぞれ 40％、

20％を占めますが、RCP2.6（2℃目標相当）の GHG 排出削減策の実施によって、ベースライ

ンからさらに 1200万人、1600万人の飢餓リスク人口が増加することが示されました。 

 

 

 

 

 

図１ 気候変動影響（作物収量変化）と温室効果ガス（GHG）排出削減策による食料安全

保障への影響。ベースラインケースでの a.飢餓リスク人口と b.一人当たりの食料消費カロ

リー。３つの社会経済条件（SSP１～３）及び異なる気候変動影響と GHG排出削減シナリ

オにおける c.飢餓リスク人口と d.一人当たりの食料消費カロリーへの影響。c、ｄの数値は

ベースラインからの変化量を示す。 

 

 

c.                                                         d.

C
h

a
n

g
e
s
 i

n
 d

ie
ta

ry
 e

n
e
rg

y
 a

v
a
il

a
b

il
it

y

(k
c
a
l/

p
e
rs

o
n

/d
a
y
)

D
ie

ta
ry

 e
n

e
rg

y
 a

v
a
il

a
b

il
it

y
 （

k
c
a
l/

p
e
rs

o
n

/d
a
y
)a. b.                10

7.5

5.0

2.5

0

飢
餓
リ
ス
ク
人
口

(億
人

)

一
人
当
た
り
食
料
消
費
カ
ロ
リ
ー

(k
c

a
l/
人

/日
)

一
人
当
た
り
食
料
消
費
カ
ロ
リ
ー
の
変
化

(k
c

a
l/
人

/日
)

飢
餓
リ
ス
ク
人
口
の
変
化

(億
人

) 3

2

1

0

モデル

モデル

要因

GHG排出削減による変化
気候変動による変化

2050 2050



4 

 

 

図 2 農業・土地利用部門での排出削減による食料安全保障への影響。a. 農業財価格、 b. 食

料支出、c. 一人当たり食料消費カロリー、d. 飢餓リスク人口への影響。数値はベースラインと比

べた変化を表す。なお、a.価格及び b.食料支出については、ベースラインを１としたときの変化率

を示す。 
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図 1 地域別の気候変動影響（作物収量変化）と GHG 排出削減策による食料安全保障への影

響。a. 飢餓リスク人口、b. 一人当たり食料消費カロリー、c.農業財価格への影響。数値は、GHG

排出削減策を取らず仮想的に気候変動影響もないと仮定したベースラインと比べた変化を表す。

c.農業財価格は、ベースラインを１としたときの変化率を示す。横軸は二つの気候変動シナリオ、

モデル別の結果を表している。 
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４．結果の解釈の注意点と今後の展望 

(1) 本研究では、2℃目標などの強い気候変動の緩和のために、異なる地域・部門に対して経済

的な公平性のみの観点から一律に炭素税を課すことにより GHG 排出削減を実施することは、

低所得国を中心に食料安全保障に負の影響をもたらす可能性を示しています。これは、炭

素税を農業部門にもまた低所得国にも一律に課すような単純な政策をとることは望ましくな

いということを示唆しています。実際には、GHGの排出削減は炭素税だけでなく、様々な手法

があり、例えばエネルギー起源排出に対しては炭素税を用いて、農業部門には飢餓リスクへ

の影響等も考慮したうえで直接排出規制を用いる、あるいは炭素税収を還元するといったよ

うな多様な政策を組み合わせることで、このような負の副次的効果は回避できる可能性があ

ります。 

(2) GHG排出削減策を通じた気候変化の緩和は、農業部門での悪影響を軽減するためだけでな

く、例えば暑熱による疾病・死亡の回避、生態系・生物多様性への影響の軽減、豪雨等の極

端現象による自然災害の発生抑制など、様々な部門での悪影響を同時に軽減することを目

的として実施されます。そのため、本研究で評価対象とした食料安全保障の悪化のみを理由

に GHG 排出削減策の実施が否定されることはありません。 本研究の結果が示すのは、野

心的なGHG排出削減策を取るべきではないということではなく、上記(1)で述べた柔軟な政策

の選択・実施による食料安全保障への負の副次的効果の回避の必要性です。 

(3) 飢餓リスクには、食料消費カロリーの低下だけでなく、微量栄養素を含む、様々な栄養素の

欠如も関与します。今後、各種栄養素の摂取量についても多面的に考慮できるように評価手

法を高度化することが課題として残っています。 

(4) 気候変化は気温や降水量の平均的な気候条件の変化だけでなく、例えば豪雨や熱波といっ

た極端現象の頻度や規模の変化も引き起こします。本研究では、気候変化が作物生産に及

ぼす影響に関して、平均的な気候条件の変化のみを考慮して分析しましたが、今後、極端現

象の変化の効果についても併せて考慮していくことで、評価の精度を高めていくことが課題と

して残っています。 
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